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Abstract 

 本論文は、集団レベルのタスク相互依存性、目標相互依存性、集団凝集性が個人の進取

的行動(proactive behavior)への影響を、製薬会社の研究開発部門を対象とした質問紙調査に

よって明らかにしたものである。調査データはクロスレベル分析によって分析がなされ、

調査結果からは、仕事の相互依存性と集団凝集性が高い集団では、そこに所属するメンバ

ーの進取的行動が促されることが示された。また、自律的に仕事が設計されている人ほど、

進取的行動が促されることが示されたが、目標が集団で設定されている集団であるほど、

その影響が強くなることが示された。 

 

Abstract 

 This study examined the effect of task and goal interdependence and group cohesiveness at group 

level on proactive behavior at individual level using questionnaire survey for R&D researchers in the 

pharmaceutical company. The cross-level analysis showed that individuals tended to behave 

proactively in workplace with high task interdependence and group cohesiveness and individuals 

with high job autonomy more behave proactively in the workplace with shared goal. 

 

Keywords: 進取的行動、タスク相互依存性、目標相互依存性、集団凝集性、クロスレベル分
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はじめに 
 本研究の目的は、職場における仕事の設計が職場のメンバーの進取的行動(proactive 

behavior)に与える影響を明らかにすることである。ここで言う進取的行動とは、組織にとっ

てプラスとなるような与えられた仕事における自分なりの工夫や試みを行うことを指す。

本研究では、職場においてメンバーが関わり合うことがこの進取的行動に与える影響を検

討する。このような目的を持つ本研究の問題意識は、職場において進取的な行動をどのよ

うにマネジメントするのか、ということにある。Katz & Kahn (1966)は、組織が生き残る

(survive)ために組織がメンバーに生じさせる必要がある行動として 3 つのタイプをあげた。

それらは 1)組織に所属し、居続けてもらう行動、2)役割を果たす行動、そして 3)役割を超

えた組織的行動である。組織に所属し、居続けてもらう行動には欠勤しないことや転職し

ないことが含まれ、役割を果たす行動には組織から要請される量的・質的役割の達成が含

まれる。役割を超えた組織行動は、革新的自発的行動と呼ばれ、これらの行動は組織によ

って具体的に要請される行動ではないが、組織の目標達成を促進する行動である。これら

の行動は同僚を援助や組織内の秩序を遵守、好意的な組織風土の醸成といった体制を維持

するタイプの行動と組織の改善のための創造的行動や更なる責任を果たすための自己鍛錬

などの進取的な行動に分けることができる。近年、企業を巡る環境はより複雑化し、変化

のスピードがますます上がっている。そのような環境において、現場レベルでの柔軟な対

応をするためにも、このような革新的自発的行動の重要性は増していると言えるであろう。

このことは、本研究が調査対象にしている研究開発部門においても同様であろう。しかし

ながら、このような革新的自発的行動を組織的に管理することは根本的に難しい。なぜな

らこれらの行動は行為者の自発性に依存し、事前に予期できない行動であるからである。 

日本企業の研究においては、日本企業の持つ（持っていた）強みとして、ミドルマネジ

ャー間の濃密なやりとりがイノベーションを生み出すことが示されてきた。しかし一方で、

近年の研究では、イノベーションを生んだ濃密なやりとりが「重い組織」により阻害され

ていることも指摘されている(沼上他, 2007)。本研究の議論も、日本企業の共同体としての

特徴がイノベーションの源泉の 1 つであるという点ではこれらの議論と見解を一にする。

しかしながら次の点でこれらの議論とは視点が異なる。すなわち、これまでの日本企業に

おける創発的なイノベーションの発生に関する議論においては、現場レベルあるいはミド

ルマネジャー間における濃密な相互作用により、新しいアイデアが創発的に発生するとい

うことを想定している。一方、本研究は、共同体的な組織(職場)がそこに所属するメンバー

の個々人の創意工夫行動への影響を考えている点で異なる。つまり、前者が共同体的な組

織が新しいアイデアといったイノベーションそのものを発生させると考えるのに対し、本

研究では共同体的な組織と個人の創意工夫、イノベーションを生み出そうとする行動の関

係について検討していく。 
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本研究では共同体的組織、関わり合う組織、として特に職場に着目する。その理由は 2

つある。1 つはマネジメントの可能性が高いことである。関わり合う組織を捉える上で、人

事制度や組織文化といった組織全体に関わる要因は重要であろう。しかしながら、それら

をマネジメントすることは、組織の規模が大きい組織においては現実問題として難しい。

一方で職場レベルにおいては、マネジメントできる範囲は限定されているが、その範囲が

狭い分、直接的・効果的にマネジメントすることが可能になる。2 つ目は、これまで職場に

ついての注目が少なかったことである。日本企業の特徴として、組織と個人の関係が強い

ことが注目されてきたが、その具体的な対象は終身雇用制といった組織レベルの特徴ある

いは強い忠誠心といった個人レベルの特徴に終始してきた。本研究では、職場レベルでの

関係の強さに注目して、改めて日本企業のもっていた職場における組織と個人の関係の強

さを再検討しようと考えている。 

本研究では、職場における関わり合いを規定する要素として、仕事における相互依存性

と集団凝集性に着目する。前者は仕事上の関わり合いの強さを示し、後者はインフォーマ

ルな部分を含めた感情的な関わり合いの強さを示す概念である。さらに個人レベルの要因

として職務の自律性も取り上げる。これらの要因を取り上げた理由は、職場においてマネ

ジャーないし組織によってマネジメントすることが可能であると考えるからである。本研

究では、進取的な行動のマネジメントについて、進取的行動への集団の特徴（仕事におけ

る相互依存性や集団凝集性）の影響の検討を通して、議論していく。 

 

既存研究のレビュー 
進取的行動 

本研究では、自分の役割や仕事を拡張したり、仕事の上で様々な工夫をしたりする行動

に焦点を当てている。その上で、集団における仕事の設計がこれらの行動に与える影響を

明らかにすることを目的としている。このような行動は組織行動論では総称して進取的行

動(proactive behavior)と呼ばれる(Grant & Ashford, 2008: Crant, 2000)。進取的行動は、従業員

が彼ら自身あるいはその環境に影響をもたらす先見的行動と定義することができる(Grant 

& Ashford, 2008)。このように定義される進取的行動は 2 つの点で他の組織行動とは異なる

点を指摘することができる(Grant & Ashford, 2008)。1 つは、未来志向あるいは将来を予見し

た上での先見的な行動であること、もう 1 つは従業員が意図的に行う行動であることであ

る。本研究では、仕事においてやり方や進め方について創意工夫を自ら行うような行動に

焦点を当てているが、このような行動もこの 2 つの特徴を持つ進取的行動の 1 つであると

捉えることができるだろう。 

ただし、この定義は総称的な概念としての進取的行動の定義であり、具体的な行動とし

ては、進取的行動には本研究が注目する行動以外にも、様々な行動が含まれる。例えば、

本研究の関心に近い行動としては、ジョブ・クラフティング行動1(job crafting; Wrzesniewski 
                                                  
1 ジョブ・クラフティング行動とは、従業員が自分自身の欲求や状況により適合するために、



4 
 

and Dutton, 2001)、責任の負担行動2(taking charge; Morrison & Phelpes, 1999)、仕事の改訂行動
3(task revision; Staw & Boettger, 1990)、などがある。本研究が着目する職場における創意工夫

する行動は、ジョブ・クラフティング行動を含む、責任の負担行動や仕事の改訂行動と同

様の行動であるが、このうちジョブ・クラフティング行動は、自身の欲求や状況への適合

のためといった行動の源泉も概念に含まれている。本研究では行動そのものに注目するた

め、行動の背景を含むジョブ・クラフティング行動とは同義ではない。本研究ではジョブ・

クラフティングの行動を含みつつ、行動レベルのみに焦点を当てた進取的行動として創意

工夫行動を捉えていくことにする。 

では進取的行動はどのようなものに影響されるのだろうか。進取的行動は様々な行動を

総称する概念であり、実際の研究では前記したような様々な具体的な行動に焦点を当てて

研究をしている。そのため、進取的行動に影響を与える要因を整理するのは難しいが、

Crant(2000)では、進取的行動に影響を与える要因として、個人の要因と状況の要因に分け、

進取的行動に関する統合的なモデルを提示している。個人の要因には、進取的なパーソナ

リティ(Bateman & Crant,1993)や役割に対する自己有能感(Axtell & Parker, 2003)など進取的な

行動に関わるパーソナリティや態度と仕事への没頭、達成欲求といったそれ以外のパーソ

ナリティや態度が含まれている。状況的要因には、組織文化や組織規範、組織のサポート

などが含まれている。 

Grant & Ashford (2008)は、進取的行動の状況に関する先行要因として説明責任

(accountability)、曖昧性(ambiguity)、自律性(autonomy)をあげている。まず説明責任に関して

は、自分の行動や思考を説明あるいは正当化する必要がある状況(説明責任がある状況)では、

人は評価や印象を良くするために進取的行動を取るように動機づけられると考えられる。

次に曖昧性に関しては、曖昧な状況では、人は進取的行動を取りやすくなると考えられる。

ここで言う曖昧な状況とは、自分の役割がはっきりしないことや、仕事の手順が定まって

いないことなどを指す。このような状況では、人は曖昧性を減ずるために進取的行動を取

ると考えられる。最後に自律性に関しては、自律的であるほど進取的行動を取りやすいと

考えられる。自律的であることは、自分の裁量で行動ができる範囲が広いことと同時に、

自己効力感を与え、そのことが積極的に新しい行動を引き起こすと考えられている (Axtell 

& Parker, 2003)。 

 

                                                                                                                                                  
彼ら自身によって企てる個人の活動のことである(Wrzesniewski & Dutton, 2001; Leana 
et al., 2009)。 
2 責任の負担行動とは、組織にとって効果的な機能的変化を意図した自由裁量の行動と規定

される(Morrison & Phelpes, 1999)。 
3 仕事の改訂行動とは、個人が特定の仕事の手続きや要求が不的確であると見なしたとき、

彼らが仕事を最も効果的に進められるように改変するような行動のことである(Staw & 
Boettger, 1990)。 
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互いに関わり合う集団の特徴と進取的行動 

 本研究では、互いに関わり合いながら働く集団の特徴として、仕事の相互依存性と目標

の相互依存性、そして集団凝集性の 3 つの変数を集団レベルの変数として取り上げる。仕

事と目標の相互依存性は、仕事の進め方における関わり合いの強さを示し、公式的に関わ

り会う集団の特徴を表している。一方、集団凝集性は職場内での人間的な関わり合いの強

さを示し、非公式的に関わり合う集団の特徴を表している。 

仕事の相互依存性は、「集団のメンバーが与えられた仕事を有効にこなすために依存しあ

う程度」と定義される(Van der Vegt et al., 2001)。これまでの研究においては、仕事の相互依

存性は 2 つのとらえ方がなされてきた(Stewart & Barrick, 2000; Saavedra et al., 1993, Wageman, 

1995)。1 つは、仕事の技術や構造などによって規定される相互依存性であり、個人の仕事

間の客観的な関係である4。例えば、数人で製品をラインで組み立てる生産方式は 1 人で製

品を組み立てるセル生産方式より客観的な相互依存性は高くなる。また、チームで製品を

組み立てる生産方式ではより相互依存性は高くなる。もう 1 つは個人が知覚する仕事の相

互依存性であり、個人の仕事間の主観的な関係である。主観的な相互依存性は客観的な相

互依存性に影響を受けるが、客観的な相互依存性が同じであっても、仕事を進める上で情

報のやりとりが頻繁である場合などは主観的な相互依存性に違いが出る。本研究では、複

数の企業や職種を対象とせず、同じ企業における研究開発者を対象にし、技術的・構造的

な差異があまりないと想定されること、質問紙による相互依存性を測定することから、後

者の主観的な相互依存性によって仕事の相互依存性を捉えることになる。 

 仕事における相互依存性は仕事そのものの相互依存性だけではない(Wageman,1995; 

Saavedra et al., 1993)。仕事そのものの相互依存性以外にも、仕事の場面においては目標の相

互依存性(goal interdependence)や成果の相互依存性(outcome interdependence)がある。前者は、

目標達成する上での相互依存性の程度を指し、つまりは目標が共有されている程度のこと

を意味する。個人目標が重視される場合低くなり、集団目標を重視される場合高くなる。

後者は評価における相互依存性の程度を指し、評価が個人でされる場合低くなり、集団で

評価される場合高くなる。本研究では、仕事における相互依存性として、仕事の相互依存

性と目標の相互依存性を取り上げる。 

 集団凝集性は、2 つの仕事の相互依存性が公式的な関わり合いの強さを示すものだとする

ならば、集団凝集性は非公式的な関わり合いの強さを示すものと言うことができる。集団

凝集性は古典的な概念であるが、ここでは集団内での繋がりやまとまりの強さ、集団内で

のコミュニケーションの濃さを示す概念として取り上げている。 

 このような 3 つの概念によって特徴づけられる集団の関わり合いの強さは進取的行動に

どのような影響をもたらすと考えられるであろうか。これまでの研究からは、仕事や目標

の相互依存性は組織市民行動や協調行動などの個人の自発的行動(Organ, 1988; Pearce & 

                                                  
4 Thompson (1967)は、このように技術や構造で規定される相互依存性を蓄積的、連続的、

互恵的、チームの 4 つのタイプに分類している。 
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Gregersen, 1991; Wageman, 1995; Banchrach, et al., 2006)、職務満足や仕事へのモティベーショ

ン(Kiggundu, 1981, 1983; Hirst, 1988; Morgerson & Humphrey, 2006; Humphrey et al., 2007)、成

果そのもの(Mitchell & Silver, 1990; Van der Vegt & Jansen, 2003; Langfred, 2000, 2005)に影響す

ることが示されているが、進取的行動との関係は研究がなされていない。また多くの研究

は仕事の相互依存性を個人レベルの変数として捉えているため、これら既存研究の結果か

らは、進取的行動への影響を予測するのは難しい。 

ただし、このうち組織市民行動や協調行動などの個人の自発的行動への影響に関わる研

究からは、仕事の相互依存性は次のようなメカニズムで自発的行動に影響を与えると考え

られている。1 つは責任感の知覚である。人は仕事を最初から最後まで任されることによっ

ても責任感を感じる(Hackman & Oldham, 1976)が、自分の仕事ぶりが他者の仕事に影響を与

えることによっても責任を感じるであろう(Wageman, 1995)。自分の仕事に責任を感じるこ

とによって、職場において自発的に行動するようになると考えられる。2 つめは相互依存的

になることによって親密になり、互恵性が生まれやすくなることである。将来自分に返報

されることを期待して、人は愛他的な行動を取る。親密度が高いほど互恵性が働き、自発

的な行動を取ることが考えられるが、この場合の自発的行動は他者を助けるような愛他的

な行動に限られよう。 

 一方、関わり合う職場という観点からは、社会関係資本に関する知見が本研究に示唆を

与えてくれる。（議論は多く一口でまとめることは誤解を生むが）一般的に社会関係資本の

議論においては、相互に緊密なネットワークを持つこと（社会的繋がりが強いこと）は社

会的自我を増大させ、メンバーの積極的な参加を促す(Putnum, 1993, 2000; Adler & Kwon, 

2002 他)。また関わり合いが強い社会では、互酬性の原則が働きやすいため協調的行動も生

まれやすく、社会に対する信頼が強いことからも積極的にリスクテイクする行動を促す 

(Leana & Van Buren, 1999 ;Nahapiet & Ghoshal, 1998)。これらの知見からは、相互依存的に働

いている職場あるいは集団凝集性が高い職場といった、互いの関わり合いが強い職場では

社会関係資本が蓄積されやすく、職場あるいは組織のために仕事における創意工夫が起こ

りやすいと考えることができる。また職場の目標が明示的に設定されることにより、個々

人の責任範囲のみならず、より職場に貢献するために、個々人は自分なりにより良い成果

をもたらす努力をすると考えられる。これらのことからは、仕事相互依存性や目標相互依

存性、集団凝集性が高いことで規定される関わり合いの強い職場ほど、そこで所属するメ

ンバーは進取的な行動を取ると考えられる。 

 

仮説 1 仕事が相互依存的な集団において、メンバーは進取的行動を多くとる 

仮説 2 目標が相互依存的な集団において、メンバーは進取的行動を多くとる 

仮説 3 集団凝集性が高い集団において、メンバーは進取的行動を多くとる 
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自律性と進取的行動 

職務の自律性は、職務特性理論(Hackman & Oldham, 1978)における職務特性の 1 次元とし

て取り上げられている。一見すると職務の自律性は、仕事における相互依存性と相反する

概念であると考えられる。つまり、集団において仕事が相互依存的に進められているほど、

個人の自律性が低くなると考えられやすい。しかしながら、既存研究では職務の自律性と

仕事における相互依存性は独立であり、それぞれ異なる概念であると想定されている

(Langfred, 2005)。仕事における自律性とは、自分のやり方で仕事を進めることができたり、

自分で仕事の計画やスケジュールを立てたりすることができるようなことを指す。一方、

仕事の相互依存性はこれまでも述べてきたように、自分の仕事を有効に遂行する上での、

他者に依存する程度である。例えば、特定のスター開発者が中心となっている研究開発プ

ロジェクトのような場合、彼の仕事はデータを収集や繰り返し実験を行うサポートする

人々に依存している。サポートする人々の仕事が進まなければ彼の仕事は進まない。しか

しながら、このようなプロジェクトの場合、スター開発者がプロジェクトの進め方やスケ

ジュールの決定に大きな権限を持つであろう。このような状況では、仕事の相互依存性は

高いが、自律性も高くなると言える。また、研究開発のケースではないが、高度にマニュ

アル化したセル生産方式では、自律性は低いが、仕事の相互依存性も低いという状況にな

るであろう。目標の相互依存性についても同様に、自律性は高くとも、集団で目標を定め

られている場合や、自律性が低くとも個人で目標が定められている状況では、単純に目標

の相互依存性と自律性は相反する関係にあるとは言い難い。また、職務の自律性は、個人

レベルと捉えることもできるし、集団レベルと捉えることもできる。例えば、一般的には

職位が高い人ほど裁量権は大きくなり、自律の程度は大きくなるだろう。しかし一方で、

定型的な業務を行う職場と研究開発の職場では、後者の方が自律の程度は大きくなるだろ

う。 

では、自律性は進取的行動にどのような影響を与えると考えられるであろうか。職務自

律性の職務特性理論に沿って言えば、職務の自律性は責任の意識を高め、内的モティベー

ションを高めることに繋がる。この点から考えれば、内的なモティベーションが高まると

ともに、仕事そのものに創意工夫をするような行動を促すことが予想されよう。また、前

述したように、自律性は自己効力感あるいは自己の主体性の感覚をもたらし進取的行動を

促すと同時に、裁量権が大きいことは自発的行動を促すと考えられる(Morrison, 2006; Grant 

& Ashford, 2008)。これは逆に考えれば、そもそも自身の職務が限定的である場合(職務の自

律性が低い場合)、進取的行動を取る余地が少ないと言うこともできる。これらのことから

は次のような仮説が導かれよう。 

 

仮説 4-1 職務の自律性が高い人ほど進取的行動をとる 

 

 また、先に示したように、自律性と仕事における 2 つの相互依存性の交互作用について
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も考えることができるであろう。自律性と仕事における 2 つの相互依存性とも、進取的行

動を促す影響を与えると考えられることから、仕事における相互依存性が高い職場におい

ては、自律性が高いことはより進取的行動を促すことになるであろう。逆に言えば、仕事

における互いに関わり合いが強い職場であっても、自律性が低ければ、進取的行動を取る

余地がなくなり、進取的行動は制限されるであろう。 

 

仮説 4-2 仕事が相互依存的である集団において自律性はより強く進取的行動を促す 

仮説 4-3 目標が相互依存的である集団において自律性はより強く進取的行動を促す 

仮説 4-4 集団凝集性が高い集団において自律性はより強く進取的行動を促す 

 

 

方法 
分析方法 

 本研究では、上記仮説を実証するために、質問紙によるデータを用いて統計的分析が行

われた。また本研究の仮説には集団レベルの変数が個人レベルの変数に与える影響を含む

クロスレベルの仮説が含まれている。そのため本研究では、階層線形モデリング(HLM; 

Hierarchical Linear Modeling)を用いてクロスレベル分析を行った(Raudenbush & Bryk, 2002)。

クロスレベル分析とはレベルの異なる変数(例えば集団レベルと個人レベルや産業レベルと

組織レベルなど)の影響関係を分析することである。従来、異なるレベルの変数間の関係を

明らかにするためには、レベルをそろえる必要があった。例えば、組織文化のそこで働く

従業員の組織へのコミットメントへの影響を明らかにする場合、組織レベルでそろえるた

めに、組織ごとの組織コミットメントの平均値を出し、組織文化との関係を分析するか、

あるいは個人レベルで分析するために、個人が個々で認知する組織文化と組織コミットメ

ントの関係を分析するといったレベルをそろえて分析する必要があった(北居・鈴木, 2007)。

つまり、本来個人レベルの概念である組織コミットメントを組織レベルとして扱うか、組

織レベルの概念である組織文化を個人レベル5で扱う必要がある。結果として、個人レベル

の発見事実を無批判に組織レベルへと拡大解釈してしまう、あるいは組織レベルの発見事

実を個人レベルまで拡張してしまうという誤謬を犯す危険性が生じてしまう（Kozlowski & 

Klein, 2000）。クロスレベル分析では、それぞれの変数のレベルを維持したまま異なるレベ

ルの変数としてその関係を分析することが可能であり、上述した誤謬を犯す危険性がなく

なる。本研究ではクロスレベル分析の 1 つの手法である階層線形モデリングを用いて、仕

事の相互依存性など集団レベルの変数の個人レベルの進取的行動への影響を明らかにする。 

調査対象 

 調査の対象は、大手製薬会社 A 社(仮名)の研究開発部門に属する従業員である。1 つの企

                                                  
5 組織文化研究においては、心理的風土として、組織文化を個人の主観的認知として捉える

立場もある。 
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業の従業員を対象としたのは、モデルにおいて職場レベルの変数に焦点を当てているため、

組織レベルの違いの影響を避けるためである。進取的行動は組織の規範や文化にも影響を

受ける。新しいことを支持するような組織では進取的行動は起こりやすく、保守的な組織

では起こりにくい。また、雇用関係においても長期雇用を前提としている企業においては

長期的な評価に繋がると考えられる進取的行動を取りやすいのに対し、短期的な雇用を前

提としている企業では現在自分に課せられた役割を果たすことに従業員は注力するであろ

う。異なる組織のメンバーを対象とする際には、これら組織レベルの変数の影響を考慮す

る必要があるため、本研究では 1 つの組織に対象を絞り調査を行った。この点について本

研究が対象としている A 社は、長期的な雇用を前提とし、（強いとは言い難いが）革新的・

進取的な行動を評価する文化がある企業であるということができよう6。 

 調査は、A 社の研究開発部門に属する従業員に対して行われた。調査は社内 LAN 経由で

行われ、送信数は 1112 名、851 名からの回答を得た。回収率は 76.5％であった。職場レベ

ルで分析するために、職場の人数が 4 名以上の職場についてのみ分析対象とし、810 名、53

職場のデータを用いて分析を行った。平均年齢は 39.48 歳、平均の職場人数は 15.28 人であ

った。 

測定尺度7 

進取的行動は、これまで存在した様々な類似の行動を総称して捉えるために定義づけら

れた概念であることから、具体的な質問項目は開発されていない。またジョブ・クラフテ

ィング行動や責任負担行動の項目もまだ十分に開発されていない。そのため本研究では、

項目を開発した数少ない研究のうち、Leana et al. (2009)のジョブ・クラフティングの項目を

基に作成された 5 項目を進取的行動として用いた。Leana et al. (2009)の尺度は、責任負担行

動(Morrison & Phelpes, 1999)の項目などを基に作成されているが、研究上はジョブ・クラフ

ティングの項目として用いられている。先にも述べたように、ジョブ・クラフティングや

責任負担行動は、定義上は異なるものの、具体的な行動レベルでは類似した行動である。

また本研究では、ジョブ・クラフティングが想定する自身の動機付けを高めるという動機

を含まない行動も射程に入れているが、Leana et al. (2009)の項目は、ジョブ・クラフティン

グとして作成された尺度にもかかわらず、項目そのものは動機が含まれたものではない。

これらのことから進取的行動として用いることに問題はないと考えている。具体的な項目

としては、「私は、仕事をよりよくするための新しい方法を、自分自身で取り入れている」

「私は、仕事の中に新しい取り組みや試みを積極的に取り入れるようにしている」「私は、

これまで用いてなかった方法ややり方を自分自身で新しく取り入れている」である。信頼

                                                  
6 これらの点については、調査段階における A 社に属する数人からの非公式のヒアリング

から得られたものである。また、A 社の企業理念の中にも革新的・進取的な行動を評価する

価値観が反映されていることから、保守的よりは革新的な価値観を重視する企業であると

言える。特に新規開発を担う研究開発部に対しては当然ながらこの点が強調されている。 
7 全ての変数は既存研究の項目を基に日本語に翻訳し作成されているが、意味を変えない程

度に日本語表現がなじむように表現を平易にするような意訳を行っている。 
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性αは.857 であった。 

仕事の相互依存性は Kiggundu (1983)を参考に作成され、「自分の仕事を完了するには、多

くのほかの人の仕事に依存している」「私が仕事をやらなければ、ほかの人の仕事が完了し

ない」といった能動的依存性と受動的依存性を含む 5項目で構成されている。信頼性 αは.795

であった。 

目標の相互依存性は Van der Vegt et al. (2003)を基に 2 項目作成された。それぞれ「私の職

場では、職場の成果に関する責任を共同で負っている」「私の職場では、職場として達成す

べき明確な目標を持っている」である。2 項目のため信頼性 αは.547 と低かった。 

集団凝集性は、Dobbins & Zaccaro (1986)を基に 3 項目が本調査用に作成された。具体的な

項目は、「私の職場では、率直な話し合いや意見交換が行われている」「私の職場では、メ

ンバーに心配事や悩み事を何でも相談できる」「私の職場では、上司と部下が自由に話し合

える風通しの良さがある」である。信頼性 αは.722 であった。 

職務自律性は、Morgeson & Humphrey (2006)の WDQ (Work Design Questionnaire)に含まれ

る自律性に関わる項目を基に 8 項目作成された。彼らは自律性を 3 つの下位次元(意思決定

の自律性、計画の自律性、仕事の方法の自律性)に分けているが、本研究では職務自律性と

して 1 次元の変数として取り扱った。代表的な項目は「私の仕事は、進め方のスケジュー

ルを自分で決めることができる」「私の仕事では、仕事をどのように進めるのかを自分で決

めることができる」「私の仕事では、仕事を実行するに当たって、自分なりの工夫をしたり、

意思決定をする余地がある」である。信頼性のαは.906 であった。 

また個人レベルの変数として、進取的行動に影響のあると考えられる組織コミットメン

トをコントロール変数の 1 つとして取り上げた。組織コミットメントは、Allen & Meyer 

(1996)の情緒的コミットメントの項目や Mowday et al. (1979)によって開発された

OCQ(Organizational Commitment Questionnaire)を基に、組織への愛着や一体感を測定する 6

項目が作成された。代表的な項目は「私は、A 社の社員であることを誇りに思う」「私は A

社に愛着をもっている」「私は A 社で起こる問題をあたかも自分の問題のように感じる」で

ある。信頼性αは.837 であった。 

本研究では、仕事の相互依存性、目標の相互依存性、集団凝集性、職務の自律性の 4 つ

の変数を集団レベルの変数として用いるため、4 つの変数に関して集団内の合意度を ICC(1)

と ICC(2)をもちいて測定した(Bartko, 1976; James, 1982)。ICC（Inter Class Correlation）とは、

分散を集団間の違いによってもたらされる仕事の分散と集団内の違いによってもたらされ

る分散に分解し、それぞれの要素から集団間のばらつきと集団内のばらつきを比較するこ

とで、集団内の一致度を測定する指標8である。一般には、ICC(1)に関しては、0.12 程度、

ICC(2)に関しては、0.5 以上であれば集団レベルの変数として取り扱うことが可能であると

言われる（James, 1982; Bartel & Milliken, 2004; Klein et al., 2000; Ostrof, 1992）。相互依存性の

ICC(1)は.13、ICC(2)は.69、目標の相互依存性の ICC(1)は.13、ICC(2)は.70、集団凝集性の ICC(1)
                                                  
8 ICC あるいは合意指標の計算式など詳しい説明は鈴木・北居（2003）を参照。 
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は.14、ICC(2)は.71、職務自律性の ICC(1)は.//、ICC(2)は.//であった。これらの結果からは、

本研究で用いられる仕事の相互依存性、目標の相互依存性、集団凝集性の 3 つの変数は集

団レベルで取り扱うのに妥当であると言える。一方、職務自律性は、集団間のばらつきが

集団内のばらつきに比べて十分に大きいとは言えず、集団レベルの変数としては不適切で

あることが示された。そのため、以下の分析では職務自律性は個人レベルの変数として分

析していく。 

分析モデル 

 本研究では、仮説を検証するために図 1 のような分析モデルに従って分析を行う。すで

に述べているように、仕事の相互依存性、目標の相互依存性、集団凝集性を集団レベルの

変数として取り扱い、職務自律性と組織コミットメントを個人レベルの変数として取り扱

う。また、自律性と進取的行動の媒介変数として 3 つの集団レベルの変数を想定する。 

 

--------------------------------------- 

図 1 をこの辺りに挿入 

--------------------------------------- 

 

結果 
 表 1 は、本研究で用いられる変数のそれぞれの平均値と分散、そして変数間の相関を示

したものである。表 2 は集団レベルで用いられる変数のみの平均値と分散、そして変数間

の相関を示したものである。進取的行動は、年齢以外の分析に用いられる変数全ての正の

相関関係があることが示された。また、個人レベルの相関分析の結果と集団レベルの相関

分析の結果はほぼ同様の結果が示された。 

 

--------------------------------------- 

表 1,2 をこの辺りに挿入 

--------------------------------------- 

 

表 3 は、進取的行動を従属変数として、階層線形モデル(HLM)による分析の結果を示した

ものである。階層線形モデルでは、まず、Null モデルと呼ばれる独立変数を用いないモデ

ルによる分析を行う。この Null モデルにおいて、集団間誤差(U00)の分散のカイ二乗検定が

有意であることは、集団間によって説明される分散があることを示している。逆に言えば、

この集団間誤差の分散が有意にならない場合、従属変数には集団レベルの影響がないこと

を示している。表から分かるように、進取的行動の集団間誤差の分散は有意であることが

示され、集団レベルの変数によって説明される部分があることが分かる。次にモデル 1 は、

個人レベルの変数のみを投入したモデルである。結果はコミットメントと同時に、職務自

律性が有意な正の影響があることを示していることが分かる。 
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--------------------------------------- 

表 3 をこの辺りに挿入 

--------------------------------------- 

 次に、職場レベルの変数を投入したモデルがモデル 2～5 である。これらのモデルは、切

片効果と呼ばれる効果を分析したものであり、3 つの変数はそれぞれの職場の平均値が投入

されている。結果から分かるように、仕事の相互依存性と集団凝集性が有意な正の影響が

あることが示されているが、目標の相互依存性は進取的行動への影響が示されなかった。

目標の相互依存性は単独で投入されたモデル 3 では有意な切片効果を示していたが、仕事

相互依存性と集団凝集性が同時に投入されたモデル 5 では効果は示されなかった。これら

の結果からは、仕事が相互依存的に設計されている集団あるいは、集団凝集性が高い集団

ほど、その職場に所属するメンバーは進取的行動を取るが、より強く集団で目標を設定す

ることはメンバーの進取的行動には影響を与えないということである。この結果から、仮

説 1 と 3 は支持されたが、仮説 2 は支持されなかったことが分かる。 

 最後に、職場レベルの変数を交互作用として投入したモデルがモデル 6～9 である。この

モデルは切片モデルに対し、傾きモデルと言われる。つまり、自律性の進取的行動への影

響の強さ（傾き）に集団レベルの効果がどれほどあるかを明らかにするモデルである。結

果からは、目標の相互依存性が、自律性の進取的行動との関係に影響を与えることが示さ

れ、仕事の相互依存性と集団凝集性の自律性と進取的行動の関係への影響は示されなかっ

た。このことからは、職場において目標がより集団レベルで設定されるのか、より個人レ

ベルで設定されるのか、ということが、個人レベルの自律性と進取的行動に影響を与えて

いることが分かる。図 2 は、影響のあり方を図示したものである。ここでは、影響のあり

方を理解するために、便宜的に集団レベルでの自律性と進取的行動との関係によって図示

している9。図 2 から分かるように、目標依存性が高い職場ほど、自律性の進取的行動への

影響が強くなることが分かる。これらの結果からは、仮説 4-1, 4-3 は支持されたが、仮説 4-2

と 4-4 は支持されなかったと言える。 

--------------------------------------- 

図 2 をこの辺りに挿入 

--------------------------------------- 

 

 

議論 
 調査結果からは、仕事の相互依存性と集団凝集性が高い集団では、そこに所属するメン

                                                  
9 分析で用いた統計ソフト HLM 6.08 では、個々の職場の回帰直線に対する集団レベルの

変数の効果を図示することができるが、日本語に対応していないことや図がやや見にくい

ことから、ここでは便宜的な図を用いることにした。目標依存性が高い職場ほど自律性の

進取的行動への影響が高いことが示されている点は同様である。 
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バーの進取的行動が促されることが示された。一方で、目標が集団レベルで設定されるこ

とはメンバーの進取的行動には影響を与えていなかった。また、自律的に仕事が設計され

ている人ほど、進取的行動が促されることが示されたが、目標が集団で設定されている集

団であるほど、自律性が進取的行動に与える影響が強くなることが示された。本研究の結

果は、進取的行動あるいは仕事の相互依存性の研究、社会関係資本の研究の知見から導き

出された仮説をおおむね支持するものであった。社会関係資本の知見から考えれば、仕事

の相互依存性や集団凝集性が高いことは、集団内に信頼を醸成し、その企業のために貢献

しようという意欲とともに、メンバーへの信頼感から積極的にリスクテイクする行動を行

うようになると考えられる。また、仕事の相互依存性が高いことは、個人は他者の仕事に

対する責任を感じ、仕事の成果をより効率的・効果的に行おうとする動機が働くと同時に、

他者への印象や評価のために仕事上の創意工夫などの進取的行動に繋がると考えられる。 

一方で、目標の相互依存性は進取的行動に直接的な影響は示されなかった。つまり、集

団の目標が明示的に示されていることや、集団の成果への責任を共同で負っていることは

進取的な行動に繋がらないということである。クロスレベル分析の結果からは、目標相互

依存性が高いことは単独では進取的行動に影響を与えていたが、仕事の相互依存性や集団

凝集性が投入されることで、その影響が示されなくなった。このことからは、目標の相互

依存性が仕事の相互依存性や集団凝集性を介して進取的行動に影響を与えていることが考

えられる。目標の相互依存性が高い集団、つまり集団で目標が明示的に示され、その目標

への責任が共有される集団においては、同時に仕事の相互依存性や集団凝集性も高くなり、

その結果、信頼や個々人の責任感が醸成され、進取的行動を生むと考えられる。 

 また、個人レベルの変数においては、仮説通り職務の自律性が進取的行動に影響を与え

ていることが示された。職務を自律的にすることで、自己効力感や責任が高まり、自ら自

分の仕事をより良いものへと改善する行動が生まれると考えられる。そもそも自分の仕事

において一定の裁量の幅がなければ進取的な行動を取る余地がない。その点からも、職務

の自律性を高めることは進取的行動をもたらすと考えられる。また、目標を集団レベルで

設定することにより、職務の自律性はより進取的行動に影響を与えることが結果からは示

された。これは自律性が高い個人においては、目標が集団で設定されることにより、その

達成のためにより進取的行動が促進されるためであると考えられる。 

 本研究の目的は、職場において進取的な行動をどのようにマネジメントするのか、とい

うことを明らかにすることであった。本研究の結果から考えれば、職場内での関わり合い

を強くすること、具体的には相互依存的な仕事の設計や、メンバー間のコミュニケーショ

ンや一体感を高めることが、メンバー個々人の創意工夫をする行動に繋がる。また、職場

の目標を明確にした上で、個々人の仕事を自律的にすることも同様に創意工夫をする行動

に繋がる。これらの結果は、組織やリーダーが強くメンバーをコントロールすることによ

って、自発的な進取的行動をもたらすのではなく、間接的に弱いマネジメントを行うこと

で責任や信頼感から来るリスクテイクの意欲を通じ、従業員に自発的な進取的行動をもた
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らすことが可能であることを示唆している。Katzenback & Smith (1994)は、ワーキンググル

ープとチームとは異なると考えた。ワーキンググループは、グループの成果は個々人の成

果の関数であり、個々人がその責任を全うすることによってもたらされる。しかし、チー

ムは個々人が責任を全うするだけでなく、「協同の貢献」が必要となるとされる。このよう

なチームとは、共通の目的、達成すべき目標、そのためのアプローチを共有し、連帯責任

を果たせる補完的スキルを備えた少人数の集合体であるとされる。成功するチームでは、

明確な（例えば定量的な）目標が設定され、効果的なコミュニケーションが行われ、信頼

や連帯責任の意識がチーム内に醸成される。その結果各自がその目標のもとに自発的な行

動を起こし、高い業績をもたらす。本研究の主張の 1 つを彼らの観点から言えば、目標や

仕事そのものを相互依存的にし、集団内での結束力を高めることで、グループをチームに

してしまうことが可能になる。 

本研究において関わり合いの強い職場とは、職場において相互依存性の高い職務設計や

メンバー間のコミュニケーションを頻繁であることを指す。職場内で関わり合いを強くす

ることで、職場の中に信頼のような社会関係資本が構築されるだけでなく、それによって

メンバー各自の責任も強く認識することになる。Putnum (1993)では、地域に強い市民共同

体があることが、その地域あるいは組織に対する関心や参加の意欲を生み出し、地域の高

い制度パフォーマンスや経済的繁栄をもたらしたことを歴史的に明らかにした。また、こ

のような市民社会（社会関係資本）は、地域の経済的繁栄によってもまた強化されるよう

な相互作用の関係にある。本研究のここまでの結果を敷衍して言えば、関わり合いの強い

職場を構築することで、職場や組織への関心や参加の意欲を高め、進取的な行動や協調的

な行動をより多く引き出すことができよう。またこのような従業員の自発的な行動が組織

や職場の成果に貢献するならば、それはまた職場の関わり合いを強くする要因にもなる。 

このような職場におけるコミュニティ的な要素、あるいはメンバー相互の関わりの強さ

の重要性は、組織論における社会関係資本の研究以前にも、ホーソン工場実験において職

場における社会的存在としての従業員の存在を強調した Mayo (1933)や技術システムによっ

て規定される社会システムが小集団の成果に影響を与えることを示した Trist & Banforth 

(1950)なども指摘している。本研究の結果は、職場において関わり合いを強くすることが動

機付けを強めるだけでなく、自分の仕事をより良い成果を得られるように創意工夫するよ

うな進取的行動をもたらすことを示したと言える。 

本研究では、仕事の相互依存性や目標の相互依存性、集団凝集性といった職場レベルの

変数が進取的行動に直接、間接の影響があることを、HLM を用いたクロスレベル分析によ

って明らかにした。職場全体に関わる要因が個人レベルの進取的行動に影響を与えること

を明らかにした点では、発見事実そのものに一定の意義があると言うことができよう。一

方で、目標相互依存性の信頼性が低いことや研究開発部門を対象としたことによって、そ

もそも進取的行動の平均値が高いことなど分析上の問題も残る。また、関わり合いのある

職場が進取的行動をもたらすメカニズムについても十分な議論がなされているとは言えな
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い。今後、より精緻なモデルでの検証とともに、職場レベルでの公式・非公式の関わり合

いの強さ、つまりは共同体的な組織のもつ個人行動への影響について更なる研究が求めら

れよう。 

[2011.3.14 1029] 
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図 1 分析モデル 
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表 1 個人レベルの変数の相関分析 

 

  

変数 M. S.D. 1 2 3 4 5 6 

1 年齢 39.48 8.00 1 

2 進取的行動 4.00 0.58 -.017 1 

3 情緒的コミットメント 3.98 0.64 -.001 .368** 1 

4 職務自律性 3.94 0.63 -.045 .435** .353** 1 

5 仕事相互依存性 3.44 0.79 .059 .196** .193** .080* 1 

6 目標相互依存性 3.82 0.72 .066 .329** .405** .369** .298** 1 

7 集団凝集性 3.78 0.75 -.007 .396** .394** .444** .259** .566** 
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表 2 集団レベルの変数の相関分析 

 

 

 

 

 

 

 

変数 M S.D. 1 2 

1 仕事相互依存性 3.92 0.366 1  

2 目標相互依存性 3.78 0.321 .493*** 1 

3 集団凝集性 3.75 0.356 .410** .614*** 
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表 3 クロスレベル分析の結果 

 

Null 1 2  3 4 5 6 7 8 9 

切片 4.002*** 3.997*** 3.987*** 4.000*** 4.000*** 3.988*** 3.988*** 3.988*** 3.988*** 3.988***

個人レベル変数           

年齢 -.005 -.005 -.006 -.005 -.005 -.005 -.005 -.004 -.005 

コミットメント .243*** .246*** .243*** .241*** .244** .240*** .239*** .243*** .240*** 

職務自律性 .311*** .311*** .310*** .309*** .310*** .308*** .311*** .317*** .312*** 

職場レベル変数           

仕事の相互依存性 .256***   .238** .250** .241** .240*** .238** 

目標の相互依存性  .197*  -.084 -.081 -.059 -.081*** -.057 

集団凝集性   .224** .189* .189* .194* .205* .195* 

交互作用           

自律性×仕事の相互依存性    .161   -.071 

自律性×目標の相互依存性     .394***  .430** 

自律性×集団凝集性      .243* .014 

U00 .012* .018*** .008* .012** .011** .006* .006* .006* .006* .006* 

σ2 .327 .237 .238 .238 .237 .238 .237 .235 .237 .236 
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図 2 目標相互依存性と職務自律性の進取的行動への交互効果 
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